　　　日進市学校給食非喫食者支援給付金支給要綱
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教委要綱第　　８　　号　

　（趣旨）
第１条　この要綱は、愛知県市町村給食費負担軽減補助金交付要綱及び愛知県市町村給食費負担軽減補助金実施要領（以下「実施要領」という。）に基づく日進市学校給食費負担軽減事業を実施するに当たり、重度の食物アレルギー等やむを得ない事情により、恒常的に学校給食（以下「給食」という。）の提供を受けない児童の保護者に対し、日進市学校給食非喫食者支援給付金（以下「給付金」という。）を支給することについて、必要な事項を定める。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）児童　日進市立小学校に在籍する児童をいう。
（２）保護者　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１６条に規定する保護者及び保護者に準ずる者として市長が認めるものをいう。
（３）非喫食者　重度のアレルギーその他の疾患、不登校及び宗教上の配慮により、給食の全部を恒常的に喫食しない児童をいう。
（４）恒常的　１月（月の給食実施日の初日から末日まで）以上をいう。
　（給付対象者）
第３条　給付金の対象者は、非喫食者の保護者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。
（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１３条に基づく教育扶助において、給食費相当額の支給を受けていないこと。
（２）他の法令又は制度により、同種同様の給付を受けていないこと。
（３）日進市暴力団排除条例（平成２４年日進市条例第２２号）第２条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。
　（給付金の額）
第４条　給付する額は、実施要領３（２）の表の規定の例により、同表の小学校・義務教育学校前期課程の欄に掲げる区分のうち、完全給食の項に掲げる額に給付対象月の月数を乗じた額とする。
（支給時期）
第５条　給付金は、次の各号に定める学期の終了後に支給するものとする。
（１）第１学期　４月１日から８月３１日まで
（２）第２学期　９月１日から１２月３１日まで
（３）第３学期　１月１日から３月３１日まで
２　市長は、前項の規定にかかわらず、前項各号の学期の途中で給付金を支給することが必要と認めるときは、当該学期終了前に支給することができる。
　（給付の申請）
第６条　給付金の支給を受けようとする保護者（以下「申請者」という。）は、日進
市学校給食停止届（第１号様式）及び前条各号に規定する学期ごとに学校長が確認した日進市学校給食非喫食者支援給付金支給申請書兼請求書（第２号様式）を、市長が指定する期日までに提出しなければならない。
（給付の決定）
第７条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、給付金の支給の可否を決定し、日進市学校給食非喫食者支援給付金支給決定通知書（第３号様式）又は日進市学校給食非喫食者支援給付金不支給決定通知書（第４号様式）により申請者に通知するものとする。
　（給付金の支給）
第８条　市長は、支給決定後、申請者が指定する金融機関の口座に振り込む方法により給付金を支給するものとする。
　（決定の取消し及び返還）
第９条　市長は、第７条の規定による支給決定を受けた者が偽りその他不正の手段により給付金の支給を受けたと認めたとき、又は要件を満たさなくなったときは、給付金の支給決定の全部又は一部を取り消すものとする。
２　市長は、前項の規定により、給付金の支給決定を取り消したときは、既に支給した給付金の全部又は一部の返還を求めることができる。
３　市長は、第１項の規定により支給決定を取り消したときは、日進市学校給食非喫食者支援給付金支給決定取消通知書（第５号様式）により通知するものとする。
（委任）
第１０条　この要綱に定めるもののほか、給付金の支給に関し必要な事項は、日進市教育委員会が別に定める。

　　　附　則
この要綱は、令和８年８月２０日から施行し、令和８年４月１日以後の給付対象月に係る給付金について適用する。



